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1. 平成31年3月期第2四半期の連結業績（平成30年4月1日～平成30年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年3月期第2四半期 20,435 △0.0 △1,260 ― △1,207 ― △1,092 ―

30年3月期第2四半期 20,437 △7.4 △1,475 ― △1,387 ― △1,082 ―

（注）包括利益 31年3月期第2四半期　　△1,194百万円 （―％） 30年3月期第2四半期　　△1,227百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

31年3月期第2四半期 △75.72 ―

30年3月期第2四半期 △75.01 ―

平成30年10月１日付で、普通株式５株につき１株の割合をもって株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、
「１株当たり四半期純利益」を算定しております。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

31年3月期第2四半期 50,561 12,978 24.8

30年3月期 67,761 14,188 20.3

（参考）自己資本 31年3月期第2四半期 12,549百万円 30年3月期 13,761百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

30年3月期 ― ― ― 0.00 0.00

31年3月期 ― ―

31年3月期（予想） ― ― ―

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

平成31年３月期の配当予想は未定です。

3. 平成31年 3月期の連結業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 50,000 △2.1 1,600 △22.0 1,300 △31.2 800 △20.1 55.45

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

平成31年３月期の連結業績予想における１株当たり当期純利益につきましては、株式併合の影響を考慮しております。詳細につきましては、「業績予想の適切
な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧下さい。



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 31年3月期2Q 14,770,266 株 30年3月期 14,770,266 株

② 期末自己株式数 31年3月期2Q 346,178 株 30年3月期 343,902 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 31年3月期2Q 14,425,491 株 30年3月期2Q 14,429,002 株

平成30年10月１日付で、普通株式５株につき１株の割合をもって株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し
て、「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」および「期中平均株式数」を算定しております。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

（株式併合後の業績予想について）

　当社は平成30年６月21日開催の第70回定時株主総会において、株式併合が承認可決されたため、平成30年10月１日を効力発生日として、普通株式５株につ
き１株の割合で株式併合を実施しております。なお、株式併合を考慮しない場合の平成31年３月期の連結業績予想の１株当たり当期純利益は以下のとおりとな
ります。

　　平成31年３月期の通期の連結業績予想 １株当たり当期純利益 11円09銭
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当社グループは、「空間情報事業を通じて、安心で豊かな社会システムの構築に貢献する」を経営理念に掲げ、多

様化・高度化していく空間情報の活用を推進し、「持続的な企業成長に向けた利益体質への変革」をテーマに、事業

戦略の転換、将来への投資を実施することとしております。

（具体的な活動）

国内公共部門では、建設・土木工事現場の生産性の向上を目的とした「i-Construction」関連事業の一層の拡大を

図るため、最新技術の実用化研究、営業・生産体制の強化、高度ドローンオペレータの育成、関連企業・団体との協

業に取り組んでおります。また、沖縄県と北海道に保有する衛星地上局（人工衛星との通信施設）やその運用体制を

レンタルする「地上局ネットワークサービス」の提供、河川管理および災害対応の高度化を図るためのドローンによ

る陸上と水中を同時に測量できる技術の開発を進めております。その他、当連結会計年度は地方公共団体における固

定資産（土地・家屋）の評価替えの基準年度となるため、関連する業務受託を推進しております。

　国内民間部門では、関連企業との協業により物流（ロジスティクス）分野におけるコスト削減や業務の効率化を支

援するサービスの強化を図ったほか、企業の災害リスク対策や企業戦略の立案、経営コストの最適化に向けたニーズ

に対応するため、既存商品の機能強化を行い、質の高いサービス、商品の提供に努めました。また、金融機関向けに

地図を基盤とした営業支援トータルソリューションサービスの提供を推進しております。その他、自動走行・安全運

転支援システムの実現に向け、高精度３次元地図等の整備や実証、運用を推進しております。

　海外部門では、諸外国の国土政策や民間企業の需要等により、多様な空間情報や技術協力のニーズが存在する事業

環境となっており、欧州・中東・東南アジア・アフリカ地域の国土基盤地図作成等のプロジェクトや、米国での民間

企業等からの空間情報取得業務を推進しております。

　なお、当社グループでは、全社的に取り組んでいる社会貢献活動として人工衛星、航空機等による災害緊急撮影を

実施しております。当第２四半期連結累計期間においては「平成30年７月豪雨」、「平成30年北海道胆振東部地震」

等に対応し、被災地域における救援活動、応急・復旧対策等を支援するため、被災状況把握と情報提供活動を推進し

ております。

（経営成績）

受注高、売上高の状況をセグメントごとに示すと下記のとおりであります。

なお、主要顧客である官公庁への納品が年度末に集中することから、当社グループの収益は期末へ向けて増加する

傾向にあります。

当第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日～平成30年９月30日）

（単位：百万円／前年同期比：％）

前連結会計年度末

受注残高
受注高

前年

同期比
売上高

前年

同期比

当四半期連結会計

期間末受注残高

前年

同期比

１ 国内部門
(17,415)
17,415

34,635 9.2 18,607 2.0 33,443 9.2

　(1) 公共部門
(12,178)
12,178

31,319 8.3 15,556 △1.1 27,941 9.4

　(2) 民間部門
(5,237)
5,237

3,316 18.5 3,050 21.6 5,502 8.5

２ 海外部門
(3,043)
3,103

2,344 △14.3 1,827 △16.9 3,620 △6.2

合計
(20,459)
20,518

36,980 7.3 20,435 △0.0 37,064 7.5

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２ 前連結会計年度末受注残高の上段（ ）内表示額は、前連結会計年度における年度末受注残高であり、下段

は当連結累計期間の外国為替相場の変動を反映させたものであります。
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＜国内部門＞（公共部門・民間部門）

　国内公共部門の受注高は、当社において固定資産税評価業務および各種台帳整備業務等の受注が好調であったこと

により前年同期比2,396百万円増加（前年同期比8.3％増）の31,319百万円となりました。売上高は、衛星画像の販売

等が減少したことにより前年同期比173百万円減少（同1.1％減）の15,556百万円となりました。受注残高は前年同期

比2,389百万円増加（同9.4％増）の27,941百万円となりました。

　国内民間部門の受注高は、地図コンテンツ販売、エリアマーケティングソリューションサービス等が増加したこと

により前年同期比518百万円増加（同18.5％増）の3,316百万円となりました。売上高は、地図コンテンツの販売等が

好調であったことにより前年同期比542百万円増加（同21.6％増）の3,050百万円となりました。受注残高は前年同期

比431百万円増加（同8.5％増）の5,502百万円となりました。

　この結果、国内部門（公共部門・民間部門）合計では、受注高が前年同期比2,914百万円増加（同9.2％増）の

34,635百万円、売上高は前年同期比369百万円増加（同2.0％増）の18,607百万円、受注残高は前年同期比2,821百万円

増加（同9.2％増）の33,443百万円となりました。

＜海外部門＞

　海外部門の受注高は、米国の子会社Keystone Aerial Surveys, Inc.で航空撮影業務の受注高が前年同期比566百万

円増加したものの、インドネシアの子会社PT. Nusantara Secom InfoTechで前年同期に研究用機材のマネジメント管

理の受注があったため前年同期比580百万円減少したこと、当社において国土基盤地図作成業務等が前年同期比362百

万円減少したこと等により、全体で前年同期比391百万円減少（同14.3％減）の2,344百万円となりました。売上高は、

PT. Nusantara Secom InfoTechで研究用機材のマネジメント管理の売上を計上した影響等により前年同期比232百万円

増加したものの、ベルギーの子会社Aerodata International Surveys BVBAで航空撮影業務の売上高が前年同期比581

百万円減少したこと等により、全体で前年同期比371百万円減少（同16.9％減）の1,827百万円、受注残高は前年同期

比241百万円減少（同6.2％減）の3,620百万円となりました。

この結果、受注高合計は前年同期比2,523百万円増加（同7.3％増）の36,980百万円、売上高合計は前年同期とほぼ

同額の20,435百万円、受注残高は前年同期比2,580百万円増加（同7.5％増）の37,064百万円となりました。

利益面につきましては、生産工程管理の体制整備を行う等のコスト削減に努めたことにより、売上総利益は前年同

期比117百万円増益（同3.3％増）の3,653百万円となりました。

　営業損益は、販売費及び一般管理費が前年同期比96百万円減少（同1.9％減）したことにより、前年同期比214百万

円改善の1,260百万円の営業損失（前年同期1,475百万円の営業損失）となりました。

　経常損益は、為替の影響により為替差益が前年同期比58百万円減少したものの、営業損失の減少により前年同期比

179百万円改善し、1,207百万円の経常損失（前年同期1,387百万円の経常損失）となりました。

　税金等調整前四半期純損益は、欧州の子会社で事業整理に伴う特別損失を102百万円計上したものの、営業損失の減

少により前年同期比78百万円改善し、1,325百万円の税金等調整前四半期純損失（前年同期1,403百万円の税金等調整

前四半期純損失）となりました。

　親会社株主に帰属する四半期純損益は、法人税、住民税及び事業税を132百万円、法人税等調整額を利益方向に386

百万円計上し、1,092百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失（前年同期1,082百万円の親会社株主に帰属する四

半期純損失）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末（以下「前期末」）より17,200百万円減少し

50,561百万円となりました。また、負債合計は前期末より15,989百万円減少し37,582百万円となりました。その主な

要因は、当第２四半期連結累計期間に前期末営業債権の多くが回収され、回収資金で借入金を返済したことによるも

ので、「受取手形及び売掛金」が14,678百万円減少、「短期借入金」が14,351百万円減少となりました。

　純資産合計は、前期末より1,210百万円減少し12,978百万円となりました。その主な要因は、親会社株主に帰属する

四半期純損失1,092百万円によるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成30年５月９日付にて公表しております連結業績予想に変更はありません。

決算短信（宝印刷） 2018年11月02日 14時23分 4ページ（Tess 1.50(64) 20180621_01）



株式会社パスコ(9232) 平成31年３月期 第２四半期決算短信

― 5 ―

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,064,486 10,403,021

受取手形及び売掛金 31,245,662 16,567,010

仕掛品 1,821,623 2,402,665

その他のたな卸資産 66,471 59,930

その他 3,657,157 5,108,612

貸倒引当金 △399,860 △392,944

流動資産合計 51,455,540 34,148,296

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,136,256 4,146,782

減価償却累計額 △2,411,081 △2,474,556

建物及び構築物（純額） 1,725,174 1,672,226

土地 4,059,886 4,059,886

リース資産 436,393 410,432

減価償却累計額 △433,164 △407,532

リース資産（純額） 3,228 2,900

建設仮勘定 192,024 283,717

その他 13,242,333 13,049,443

減価償却累計額 △9,732,284 △9,794,328

その他（純額） 3,510,049 3,255,115

有形固定資産合計 9,490,363 9,273,846

無形固定資産

のれん 50,125 42,496

その他 3,015,665 3,031,341

無形固定資産合計 3,065,791 3,073,838

投資その他の資産

投資有価証券 1,265,600 1,253,400

破産更生債権等 388,013 329,706

その他 2,909,026 3,050,399

貸倒引当金 △812,980 △568,318

投資その他の資産合計 3,749,661 4,065,187

固定資産合計 16,305,816 16,412,871

資産合計 67,761,356 50,561,168
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,831,214 3,099,546

短期借入金 22,662,965 8,311,787

リース債務 2,365 1,504

未払法人税等 378,721 217,500

賞与引当金 554,485 1,086,308

工事損失引当金 972,534 979,215

契約損失引当金 516,187 382,812

その他 4,976,514 4,976,988

流動負債合計 34,894,988 19,055,663

固定負債

長期借入金 18,078,341 18,000,000

リース債務 2,667 2,298

退職給付に係る負債 327,577 275,762

その他 268,896 249,123

固定負債合計 18,677,483 18,527,183

負債合計 53,572,471 37,582,847

純資産の部

株主資本

資本金 8,758,481 8,758,481

資本剰余金 87 103

利益剰余金 5,012,846 3,920,505

自己株式 △554,798 △558,149

株主資本合計 13,216,616 12,120,940

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 87,431 79,954

為替換算調整勘定 605,310 479,305

退職給付に係る調整累計額 △148,219 △130,439

その他の包括利益累計額合計 544,522 428,821

非支配株主持分 427,746 428,559

純資産合計 14,188,885 12,978,321

負債純資産合計 67,761,356 50,561,168
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

売上高 20,437,251 20,435,206

売上原価 16,900,947 16,781,359

売上総利益 3,536,303 3,653,846

販売費及び一般管理費 5,011,641 4,914,659

営業損失（△） △1,475,337 △1,260,812

営業外収益

受取利息及び配当金 17,341 15,010

持分法による投資利益 － 3,118

為替差益 93,974 34,976

貸倒引当金戻入額 － 1,129

雑収入 67,606 59,666

営業外収益合計 178,921 113,900

営業外費用

支払利息 34,638 38,514

持分法による投資損失 16,135 －

貸倒引当金繰入額 11,709 －

雑支出 28,241 22,297

営業外費用合計 90,725 60,811

経常損失（△） △1,387,140 △1,207,723

特別利益

固定資産売却益 2,525 12,093

関係会社株式売却益 － 106

投資有価証券売却益 19 －

持分変動利益 10,163 －

特別利益合計 12,709 12,199

特別損失

固定資産除売却損 29,554 27,059

特別退職金 － 77,722

関係会社整理損 － 25,031

特別損失合計 29,554 129,813

税金等調整前四半期純損失（△） △1,403,985 △1,325,337

法人税、住民税及び事業税 163,509 132,004

法人税等調整額 △495,494 △386,061

法人税等合計 △331,984 △254,057

四半期純損失（△） △1,072,001 △1,071,280

非支配株主に帰属する四半期純利益 10,311 21,060

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △1,082,312 △1,092,341
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

四半期純損失（△） △1,072,001 △1,071,280

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △28,703 △7,476

為替換算調整勘定 △141,596 △133,121

退職給付に係る調整額 14,721 17,429

その他の包括利益合計 △155,578 △123,168

四半期包括利益 △1,227,579 △1,194,448

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,225,161 △1,208,042

非支配株主に係る四半期包括利益 △2,417 13,593
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

　

　

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

　

　

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

該当事項はありません。

　

　

（会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示）

該当事項はありません。

　

　

（追加情報）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

（重要な後発事象）

当社は、平成30年５月９日開催の取締役会において、平成30年６月21日開催の第70回定時株主総会に株主併合

及び単元株式数の変更に関する議案を付議することを決議し、同株主総会において承認され、平成30年10月１日

付でその効力が発生しております。

１ 株式併合の目的

全国の証券取引所では、売買単位を100株に統一するための取組みを推進しております。それを踏まえ、当社

普通株式の売買単位である単元株式数を1,000株から100株に変更することとし、併せて、証券取引所が望まし

いとしている投資単位の金額水準（５万円以上50万円未満）とすることを目的として、株式併合を実施してお

ります。

２ 株式併合の割合及び時期

平成30年10月１日付をもって平成30年９月30日の株主名簿に記録された株主の所有株式数を５株につき１株

の割合で併合しております。

３ 株式併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成30年９月30日現在） 73,851,334株

株式併合により減少する株式数 59,081,068株

株式併合後の発行済株式総数 14,770,266株

４ １株当たり情報に及ぼす影響

当該株式併合が与える影響は、（サマリー情報）に反映されております。
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